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 檜山地域における中小企業在職者及び求職者に対する各種の職業教育訓練の実施とこれを行う事

業主等に対して施設・設備の提供を行うとともに、地域住民の能力開発と自己啓発を主体とした人

材育成・研修事業を実施しました。しかしながら、一昨年から続く、「新型コロナウィルス感染症」

が未だ猛威を振るい、全国的にも「緊急事態宣言」「まん延防止法の適用」など会議や会合、施設利

用の制限などで一部事業が中止となる事態が多くありました。そのような状況の中でも、新たなセ

ンターの試みとして、１０数年ぶりに「まなびっくグランド」の整備を実施しオープンに導くこと

ができました。更に懸案であった新「HP」の製作も５月に完成し、全国への情報発信強化へと「ま

なびっく」の周知に努めることができたところです。コロナ禍の中でしたが、令和３年度の施設利

用総延人員ですが、4,934名（延べ人数）と前年比 221名の増加となったものです。 

施設利用の内訳は、職業訓練、住民講座、施設貸与等のいわゆる管理棟利用が、4,511名で前年比

294名の増加となりました。 

個別にみますと職業訓練では、刈払機、チェンソー、フォークリフト、玉掛け、フルハーネス、車

両系整地、移動式クレーンの技術講習等の受講者が前年比で31名の増加となっています。昨年受講

者総数85名に対し、116名とコロナ禍でも増加となった要因は、積極的なチラシ配布、各町広報誌

周知、HPでの周知、メールでの情報提供などの効果があったと分析しています。やむなく中止にな

った講習等は３年度にはありませんでした。 

また、施設貸与利用者は前年比で 173名の増加でありましたが、令和２年度のコロナ禍よりは多

少自粛が緩和されたことによる増加であります。しかし、何と言っても全国的に蔓延している「新

型コロナウイルス感染症拡大」防止のため、施設使用の休止が相次いだことの影響は少なくありま

せんでした。更に、全道的にも児童生徒の少年団施設利用の自粛及び制限があるなど、人的移動が

困難を極めたことは、施設を管理している協会にとって大きな痛手となったことは紛れもない事実

であります。また、道立函館高等技術専門学院からの受託事業である機動職業訓練は、申し込みが

少なく昨年度は実施できませんでした。 

一方、研修宿泊施設の利用についてですが、423名（延べ人数）で前年比 73名の減少となりまし

た。その要因は、施設利用者の減少でも述べたとおり、新型コロナウィルス感染症拡大に伴い、学

校休業、また各種スポーツ大会の中止に伴いスポーツ合宿等の制限、追分全国大会などの観光イベ

ントの中止などが利用者の減の要因となっています。利用者の内訳は、学校行事、スポーツ団体の

利用が100％、観光の利用（追分関連含む）が0％となっています。 

今後は、アフターコロナを見据えた事業に取り組み、人材育成拠点施設としての使命に鑑み、一

人でも多くの皆様が活用できるよう各種事業の推進を図ってまいります。 

 

 

 



会務に関する事業 

１ 

会 議 名 開催年月日 場 所 主  要  内  容 

通常総会 

（書面総会） 
令和3年5月28日 

人材開発ｾﾝﾀ

ｰ 

・令和２年度事業報告及び決算認定 

・令和3年度事業計画及び収支予算 

・役員の選任 他 

第1回理事会 令和3年4月28日 〃 

・令和2年度事業報告及び決算認定 

・令和3年度事業計画及び収支予算 

・会長等執行理事の業務執行の状況報告  

・役員の辞任、理事の選任 

・総会日程の調整 他 

第2回理事会 令和3年5月28日 〃 ・役員の選任 

第3回理事会 令和3年10月25日 〃 

・運営協会会員の入退会 

・令和３年度事業実施状況・予算執行状況 

・会長等執行理事の業務執行の状況報告 他 

第4回理事会 令和4年3月25日 〃 ・令和４年度事業計画及び収支予算 他 

 

 

２．関係機関並びに諸団体との連携 

 

会 議 名 開催年月日 場 所 主  要  内  容 備 考 

全道地域人材開発ｾﾝﾀｰ連絡

協議会所長会議 
令和3年6月30日 札幌市 

・３年度北海道人材育成課事業計

画説明 

・３年度各ｾﾝﾀｰの事業執行状況等

意見交換 他 

新型コロナ

ウィルス感

染症のため

中止 

全道地域人材開発ｾﾝﾀｰ連絡

協議会事業費補助金に関す

る意見交換会及び説明会 

令和3年10月1日 

令和3年12月2日 
札幌市 

・北海道経済部労働政策局産業人

材課との事業費補助金への事業要

請・意見交換会他（各ｾﾝﾀｰ専務理

事他） 

 

知事要請 令和4年1月13日 札幌市 

・４年度道補助金の確保要請 

（各ｾﾝﾀｰ会長・各ｾﾝﾀｰ専務理事 

関係道議） 

 

    

 

 

 

 


